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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 
  

 （注）１．前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第１四半期累計（会計）期間及び前事業年度に代
えて前第１四半期連結累計（会計）期間及び前連結会計年度について記載しております。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  
３．持分法を適用した場合の投資利益については、第９期までは連結財務諸表を作成していたため、記載してお
りません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第９
期については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。    

回次 
第９期 

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第10期 
第１四半期 
累計(会計)期間 

第９期 
連結会計年度 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 
至平成20年 
６月30日 

自平成21年 
４月１日 
至平成21年 
６月30日 

自平成20年 
４月１日 
至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  880,380  588,132  3,312,203

経常利益又は 
経常損失（△）（千円） 

 △85,651  65,714  △253,161

四半期純利益又は 
四半期（当期）純損失（△） 
（千円） 

 △62,877  65,141  △241,536

持分法を適用した場合の 
投資損失（△）（千円） 

 －  △4,436  －

資本金（千円）  －  1,483,500  －

発行済株式総数（株）  －  34,100  －

純資産額（千円）  1,066,723  946,806  888,687

総資産額（千円）  2,849,281  1,370,947  1,378,489

１株当たり純資産額（円）  31,282.22  27,765.57  26,061.20

１株当たり四半期純利益又は 
四半期（当期）純損失金額（△） 
（円） 

 △1,843.91  1,910.31  △7,083.19

潜在株式調整後１株当たり四半期 
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －

自己資本比率（％）  37.4  69.1  64.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 53,706  131,585  95,810

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 7,911  △30,277  △1,045,928

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 △80,354  △70,646  314,128

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円） 

 697,889  111,297  80,635

従業員数（人）  91  68  67
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 当社グループは、当社及び関連会社３社により構成されており、コンテンツ事業、メディア事業、その他の事業を
展開しております。 
 当第１四半期会計期間における、各事業区分に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとお
りであります。 
   

  ＜コンテンツ事業＞ 
   主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 
  
  ＜メディア事業＞ 
   主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 
  
  ＜その他の事業＞ 
   当社は、平成21年４月23日付でDIS株式会社の当社所有全株式を売却しております。 

  

 当第１四半期会計期間において、関連会社であったDIS株式会社は当社が所有する株式をすべて売却したため、関
連会社ではなくなりました。 
   

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社から
の派遣社員を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 68  (16)
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 (1）商品仕入実績 
当社グループでは生産を行っておりません。 
当第１四半期会計期間の商品の仕入実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 
また、当社は、前年同四半期は四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期会計期間との比較について
は記載しておりません。  

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 
 当第１四半期会計期間の販売実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 
 また、当社は、前年同四半期は四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期会計期間との比較について
は記載しておりません。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
２．当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下のと
おりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

事業区分の名称 

当第１四半期会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（千円） 

コンテンツ事業  20,135

メディア事業  －

その他の事業  －

合計  20,135

事業区分の名称 

当第１四半期会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（千円） 

コンテンツ事業  502,527

メディア事業  85,605

その他の事業  －

合計  588,132

  

当第１四半期会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（千円） 比率（％） 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ  273,818  46.6

KDDI株式会社  108,638  18.5

ソフトバンクモバイル株式会社  69,134  11.8
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コンテンツ事業における携帯配信コンテンツ別営業収益 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 
  

  

当第１四半期会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額(千円) 

てれともばいる  88,703

テレビ東京アニメＸ  59,044

テレ東アニメムービー  8,229

テレ東アニメヴォイス  16,008

セサミストリート  11,422

スヌーピー  122,470

ミッフィー  26,846

ビューティ＆ダイエット  45,504

その他  124,298

合  計  502,527

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 
 また、当社は、前年同四半期は四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期会計期間との比較については
記載しておりません。なお、「（2）財政状態の分析」については、前事業年度の有価証券報告書に記載した財務諸
表との比較を行っております。 

  
（1）業績の状況  
 当第１四半期会計期間におけるわが国の経済は、昨年の世界的な金融危機に端を発した不況の影響により、企 
 業業績の悪化や個人消費の冷え込みなど依然として厳しい状況が続いております。 

     このような経済状況の下で当社は、テレビ東京グループのIT戦略企業として、株式会社テレビ東京との業務提
    携を深め、モバイル＆インターネット分野へ経営資源を投下してまいりました。特に、平成21年５月14日に公表
    した新たな中期経営計画を着実に実行すべく、「コンテンツ事業」「メディア事業」という事業区分の下、組織
     体制をコンテンツ特性、ターゲットに合わせ、「コンテンツ事業ユニット」「アニメ事業ユニット」「クロスメ
        ディア事業ユニット」の３事業ユニット制へと変更し、事業を推進いたしました。 
     その結果、当第１四半期会計期間における経営成績は、売上高588,132千円、営業利益63,822千円、経常利益 
        65,714千円、四半期純利益65,141千円となりました。 
   
     各事業区分における取り組みは以下の通りであります。 

  
     ①コンテンツ事業 

 当事業におきましては、モバイル向けコンテンツ配信サービスのさらなる拡充を図るとともに、EC・物販、
マーチャンダイジング等の事業を推進しました。 
 モバイル向けコンテンツ配信サービスでは、平成21年３月にオープンした「きせかえ☆キャラクター」「き
せかえSNOOPY」等の新規サイトが堅調に推移し、アニメ分野では、昨年オープンしたモバイルサイト「REBORN!
アニメモバイル」が堅調に推移しました。テレビ東京公式モバイルサイト「てれともばいる」では、番組連動
施策を積極的に推進し、「モヤモヤさまぁ～ず２」「ゴッドタン」等の若者向けの深夜番組コンテンツが会員
増を牽引しました。 
 EC・物販、マーチャンダイジングにおいては、４月に、新たなECサイトとしてPC向けの「おかいもの
SNOOPY」を開始し、新たな販路を構築しております。 
 また、今後の拡張が見込まれるスマートフォン向けに「相田みつを」等を中心とした新規のサービス開発を
行いました。 
   

     ②メディア事業 
      当事業におきましては、テレビ東京公式ホームページ、あにてれ等の企画・開発・制作・運用受託、システ
     ムソリューションの受託を中心に取り組みました。 
      テレビ東京公式ホームページ受託事業においては、４月から５月にかけてテレビ東京で放映した「世界卓球
     2009」のページ制作等のイベント案件もあり、堅調に推移しました。また、大手コンテンツホルダー向けのソ
          リューション事業においては、平成21年４月に、集英社より、人気マンガ「NANA」のモバイルサイト運営を受
          託しました。 
      また、テレビ東京との連携の下、インターネット広告事業に向けた企画、開発業務を推進しました。  
        
（2）財政状態の分析 

     ①資産 
 当第１四半期会計期間末の資産合計につきましては、前事業年度末に比べ5,519千円減少し、1,370,947千円
となりました。流動資産は、預け金の増加等により1,127,333千円となりました。固定資産は、ソフトウェアの
償却による減少等により243,614千円となりました。 

  
     ②負債 

 当第１四半期会計期間末の負債合計につきましては、前事業年度末に比べ70,661千円減少し、424,141千円と
なりました。流動負債は、短期借入金の減少等により419,664千円となりました。固定負債は、4,477千円とな
りました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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     ③純資産 
 当第１四半期会計期間末の純資産合計につきましては、四半期純利益計上に伴う利益剰余金の増加等によ
り、前事業年度末に比べ65,141千円増加し946,806千円となりました。 

  
（3）キャッシュ・フローの状況  
 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物は、期首に比べ30,661千円増加し111,297千円となりまし
た。  
 当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、131,585千円の収入となりました。主な収入要因は、税引前四半期純利
益65,714千円、減価償却費14,030千円であり、主な支出要因は、仕入債務の減少額9,301千円であります。 

  
    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、30,277千円の支出となりました。主な支出要因は、貸付けによる支出
33,804千円であります。 

  
    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、70,646千円の支出となりました。主な支出要因は、短期借入金の純減
による支出55,646千円であります。 

  
（4）事業上及び財務上の対処すべき課題  
 当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
（5）研究開発活動  
 該当事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 
 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ
りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

     該当事項はありません。 

     該当事項はありません。 

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  118,400

計  118,400

種類 
第１四半期会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  34,100  34,100
東京証券取引所 
（マザーズ） 

当社は単元株 
制度は採用し 
ておりません。 

計  34,100  34,100 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 発行済株式総
数増減数（株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 
 平成21年６月30日 

 －  34,100  －  1,483,500  －  －

（５）【大株主の状況】 
  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ
ん。 
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載
することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

   ①【発行済株式】 

  
②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】 

  平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式 34,100  34,100 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  34,100 － － 

総株主の議決権 －  34,100 － 

  平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】 

月別 平成21年 
４月 ５月 ６月 

最高（円）  51,000  51,500  141,500

最低（円）  36,800  43,000  66,500

３【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について 
(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣
府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
(2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第
63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
(3）前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は四半期財務諸表を作成していない
ため、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期損益計算書及び四半期
キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）
に係る四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。 

   
２．監査証明について 
  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日か 
 ら平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受 
 け、また、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平
 成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる
 四半期レビューを受けております。 
  なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマ
 ツとなっております。  

  
３．四半期連結財務諸表について 
  当社は、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平
 成21年４月１日から平成21年６月30日まで）については、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成し
 ておりません。 

    

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 
【当第１四半期会計期間末】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成21年６月30日) 

資産の部  
流動資産  
現金及び預金 47,181 
売掛金 490,928 
商品 24,840 
制作勘定 354,876 
預け金 64,115 
繰延税金資産 22,486 
その他 145,809 
貸倒引当金 △22,905 

流動資産合計 1,127,333 

固定資産  
有形固定資産 ※  50,279 

無形固定資産 72,624 
投資その他の資産  
敷金 106,633 
その他 44,765 
貸倒引当金 △30,689 

投資その他の資産合計 120,709 

固定資産合計 243,614 

資産合計 1,370,947 
負債の部  
流動負債  
買掛金 255,669 
短期借入金 41,000 
本社移転損失引当金 42,157 
その他 80,837 
流動負債合計 419,664 

固定負債  
長期未払金 4,477 
固定負債合計 4,477 

負債合計 424,141 

純資産の部  
株主資本  
資本金 1,483,500 
利益剰余金 △536,693 

株主資本合計 946,806 

純資産合計 946,806 

負債純資産合計 1,370,947 
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【前連結会計年度末】 
（単位：千円）

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部  
流動資産  
現金及び預金 80,635 
売掛金 504,693 
商品 21,551 
制作勘定 351,821 
繰延税金資産 22,998 
その他 147,540 
貸倒引当金 △13,437 

流動資産合計 1,115,803 
固定資産  
有形固定資産 ※  53,894 

無形固定資産 76,668 
投資その他の資産  
敷金 106,633 
その他 32,977 
貸倒引当金 △7,487 

投資その他の資産合計 132,123 

固定資産合計 262,686 

資産合計 1,378,489 
負債の部  
流動負債  
買掛金 264,013 
短期借入金 111,646 
債務保証損失引当金 28,804 
本社移転損失引当金 42,157 
その他 38,703 
流動負債合計 485,325 

固定負債  
長期未払金 4,477 
固定負債合計 4,477 

負債合計 489,802 
純資産の部  
株主資本  
資本金 1,483,500 
利益剰余金 △594,812 

株主資本合計 888,687 

純資産合計 888,687 

負債純資産合計 1,378,489 
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（２）【四半期損益計算書】 
【前第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 880,380 
売上原価 658,825 
売上総利益 221,554 
販売費及び一般管理費 ※  299,700 

営業損失（△） △78,145 

営業外収益  
受取利息 2,421 
雑収入 159 
営業外収益合計 2,581 

営業外費用  
支払利息 1,178 
持分法による投資損失 8,431 
雑損失 476 
営業外費用合計 10,086 

経常損失（△） △85,651 

特別損失  
固定資産除却損 637 
減損損失 1,575 
関係会社株式売却損 1,466 
特別損失合計 3,679 

税金等調整前四半期純損失（△） △89,330 

法人税等 △26,453 

四半期純損失（△） △62,877 
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【当第１四半期累計期間】 
（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 588,132 
売上原価 352,742 
売上総利益 235,390 
販売費及び一般管理費 ※  171,567 

営業利益 63,822 
営業外収益  
受取利息 928 
業務受託手数料 834 
雑収入 535 
営業外収益合計 2,297 

営業外費用  
支払利息 226 
業務支援費用 179 
営業外費用合計 406 

経常利益 65,714 

税引前四半期純利益 65,714 
法人税等 572 
四半期純利益 65,141 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
【前第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純損失（△） △89,330 
減価償却費 19,804 
のれん償却額 34,410 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,547 
返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,830 
修繕引当金の増減額（△は減少） 535 
受取利息及び受取配当金 △2,421 
支払利息 1,178 
持分法による投資損益（△は益） 8,431 
関係会社株式売却損益（△は益） 1,466 
固定資産除却損 637 
減損損失 1,575 
売上債権の増減額（△は増加） 120,236 
たな卸資産の増減額（△は増加） 4,521 
仕入債務の増減額（△は減少） △33,421 
その他 7,671 
小計 76,012 

利息及び配当金の受取額 2,549 
利息の支払額 △814 
法人税等の支払額 △24,040 

営業活動によるキャッシュ・フロー 53,706 
投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △748 
無形固定資産の取得による支出 △5,947 
投資有価証券の売却による収入 13,621 
貸付金の回収による収入 986 
投資活動によるキャッシュ・フロー 7,911 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の純増減額（△は減少） △63,333 
長期借入金の返済による支出 △16,998 
配当金の支払額 △23 

財務活動によるキャッシュ・フロー △80,354 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △18,736 

現金及び現金同等物の期首残高 716,625 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  697,889 
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【当第１四半期累計期間】 
（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税引前四半期純利益 65,714 
減価償却費 14,030 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,114 
受取利息及び受取配当金 △928 
支払利息 226 
売上債権の増減額（△は増加） 13,765 
たな卸資産の増減額（△は増加） △6,343 
仕入債務の増減額（△は減少） △9,301 
その他 58,844 
小計 133,893 

利息及び配当金の受取額 1,259 
利息の支払額 △54 
法人税等の支払額 △3,513 

営業活動によるキャッシュ・フロー 131,585 
投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △362 
無形固定資産の取得による支出 △3,500 
貸付けによる支出 △33,804 
貸付金の回収による収入 2,389 
関係会社株式の売却による収入 5,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー △30,277 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の純増減額（△は減少） △55,646 
長期借入金の返済による支出 △15,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー △70,646 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 30,661 
現金及び現金同等物の期首残高 80,635 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  111,297 
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    当第１四半期会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 
    該当事項はありません。  
  

  

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期
純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半
期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  
  なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。 

【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第１四半期会計期間末 
（平成21年６月30日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、75,028千円であり
ます。 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、70,827千円であり
ます。 

（四半期損益計算書関係） 

  

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

 人件費  千円 95,037
 販売手数料 千円 51,290
 貸倒引当金繰入額 千円 6,110

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

 人件費  千円 63,003

 販売手数料 千円 47,942
 貸倒引当金繰入額 千円 1,142
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 千円76,591
預け金 千円621,297

現金及び現金同等物 千円697,889

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 千円47,181
預け金 千円64,115

現金及び現金同等物 千円111,297

（株主資本等関係） 
当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21
年６月30日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
 普通株式    34,100株 

  
２．自己株式の種類及び株式数 
 該当事項はありません。 

  
３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
 該当事項はありません。 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 
      事業区分はサービスの内容及び特性を考慮して区分しております。 
    ２．各区分に属する主要なサービス 

    ３．その他の事業について 
      「その他の事業」には、前連結会計年度に掲げた音楽関連事業の見直しの対象となっている連結子会社で 
          あるHOWLING BULL Marketing株式会社が含まれております。当該子会社の営業損失は、営業損失の生じてい 
          るセグメントの営業損失の合計額の10%を超えておりますが、売却、清算等を検討中であるため、独立したセ 
          グメントとして開示しておりません。「その他の事業」に含まれる同社の売上高及び営業損失は以下のとお 
          りであります。 
      売上高   6,659千円 
      営業損失  11,128千円  
  
    ４．追加情報 
     （のれんの償却年数の変更） 
       「追加情報」に記載のとおり、従来、20年で均等償却しておりましたエフエムインターウェーブ株式会 
      社に関するのれんについては、前連結会計年度において回収可能価額まで減額いたしましたが、その効果 
      の及ぶ期間が縮小される見込みとなったことから、当期首残高を５年間にわたり均等償却することといた 
      しました。   
       この変更により、メディア事業の営業損失が1,379千円増加しております。 
     （修繕引当金の新設） 
       「追加情報」に記載のとおり、一部連結子会社が送信局として使用している電波塔の定期塗装工事の費 
            用負担につきましては、従来現金主義に基づき計上しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、 
      その支出見込額のうち当第１四半期連結会計期間に負担すべき費用の見積額を計上しております。 
       この結果、メディア事業の営業損失が535千円増加しております。 
  

（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

  
コンテンツ 
事業 
（千円） 

メディア 
事業 

 （千円）  

その他の 
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

売上高 
540,551 282,252 57,576 880,380 ― 880,380 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― 

計 540,551 282,252 57,576 880,380 ― 880,380 

営業損失(△) △29,876 △23,829 △24,439 △78,145 ― △78,145 

事業区分 主要サービス  

コンテンツ事業 
 ・モバイルコンテンツ配信サービスの提供等 
 ・キャラクター、タレントの版権管理 
 ・携帯サイトでのEC、物販等 

 メディア事業 
 ・システム開発、モバイルコンテンツ企画運用サービスの提供等 
 ・クロスメディア、ホームページ制作 
 ・FM放送 

 その他の事業  ・音楽権利開発、音楽レーベル運営、CD流通等 
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    ５．事業区分の変更 
      事業区分については、従来、サービスの内容及び特性に基づき「携帯関連事業」「システムソリューショ 
          ン事業」「プロパティ事業」「音楽関連事業」「その他の事業」の５区分としておりましたが、「コンテン 
          ツ事業」「メディア事業」「その他の事業」の３区分に変更いたしました。 
      この変更は、「音楽関連事業」の見直しを行い、テレビ東京グループのIT戦略企業として、モバイル＆イ 
     ンターネット分野へ経営資源を集中していくことに伴い、当社グループの事業の実態をより適切に反映する 
     ために行ったものであります。 
       
      なお、従来と同一の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりです。 
  

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 
       事業区分はサービスの内容及び特性を考慮して区分しております。 
    ２．各区分に属する主要なサービス 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）  
 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）  
 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 著しい変動がないため、記載しておりません。 

  

  
携帯関連 
事業 
（千円） 

システム 

ソリューション 

事業 

（千円） 

 プロパティ 
事業 
（千円） 

音楽関連 
事業 

（千円）  

その他の 
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

売上高 
487,790 78,342 13,784 255,743 44,718 880,380 ― 880,380 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― 40 ― 2,550 ― 2,590 (2,590) ― 

計 487,790 78,382 13,784 258,293 44,718 882,970 (2,590) 880,380 

営業利益又は営業損失(△) 10,240 △8,792 △40,990 △40,241 459 △79,325 1,179 △78,145 

事業区分 主要サービス  

携帯関連事業  ・モバイルコンテンツ配信サービスの提供等 

 システムソリューション事業  ・システム開発、モバイルコンテンツ企画運用サービスの提供等 

 プロパティ事業  ・キャラクター、タレントの版権管理事業 

 音楽関連事業 
 ・エフエム放送、音楽権利開発、音楽レーベル運営、 
  音楽パッケージ流通等 

 その他の事業  ・携帯サイトでのEC、物販事業等 

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 
 デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 
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該当事項はありません。 
  

１．１株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（持分法損益等） 

  

  
当第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

関連会社に対する投資の金額（千円） 4,000  

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 14,731  

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額（千円） △4,436  

（ストック・オプション等関係） 

（１株当たり情報） 

当第１四半期会計期間末 
（平成21年６月30日） 

１株当たり純資産額 27,765.57円

  当第１四半期会計期間末 
 （平成21年６月30日） 

純資産の部の合計額（千円）  946,806

純資産の部の合計額から控除する金額 
（千円） 

          ― 

普通株式に係る四半期末の純資産額 
（千円） 

 946,806

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
四半期末の普通株式の数（株） 

 34,100

前連結会計年度末 
  （平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額        円26,061.20

  前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円）  888,687

純資産の部の合計額から控除する金額 
（千円） 

          ― 

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  888,687

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数（株） 

 34,100
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２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    該当事項はありません。 
  

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △1,843.91円

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

四半期純損失（△）（千円）  △62,877

普通株主に帰属しない金額（千円）            ― 

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △62,877

期中平均株式数（株）  34,100

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 1,910.31円

  
当第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

四半期純利益（千円）  65,141
普通株主に帰属しない金額（千円）           ― 

普通株式に係る四半期純利益（千円）  65,141
期中平均株式数（株）  34,100

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 
 著しい変動がないため、記載しておりません。 
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】 
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月８日

テレビ東京ブロードバンド株式会社 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

  
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 平野  洋  印 

  
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 矢野 浩一  印 

  
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテレビ東京ブロ

ードバンド株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年

４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テレビ東京ブロードバンド株式会社及び連結子会社の平成20年６月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報  
１．セグメント情報の事業の種類別セグメント情報の（注）５．事業区分の変更に記載のとおり、会社は事業区分を変更 
  している。  
２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成20年７月23日開催の取締役会において、連結子 
 会社であるＴｒａｆｆｉｃ株式会社の株式を売却することを決議し、平成20年７月25日付で売却をしている。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半 
  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月６日

テレビ東京ブロードバンド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 平野  洋  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 矢野 浩一  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテレビ東京ブロ

ードバンド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第10期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビ

ューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対

する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、テレビ東京ブロードバンド株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半 
  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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